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「新おおいた子ども・子育て応援プラン（仮称）」素案に対する県民意見募集の実施について（概要） 資料 ３

１ 県民意見募集の実施期間
平成２１年１０月１４日（水）～平成２１年１１月１３日（金） １か月間

２ 県民意見募集の周知
(1) 県情報センター及び地区情報センター（振興局等県内11か所）、少子化対策課での閲覧
(2) 県庁ホームページへの掲載
(3) 「おおいた子ども・子育て応援県民会議」委員、市町村、地域子育て支援拠点（保育園、児童館等）、ＮＰＯ等関係機関への送付

３ 県民意見の提出状況
(1) 提出者 ８名（市町村別内訳：大分市３名、別府市１名、杵築市２名，日田市２名）
(2) 件 数 ２０件（意見を踏まえて修正を行うもの･･･６件、既に記載済のもの･･･１４件）

４ 県民意見への対応状況

施策の体系 ご意見の概要 県の考え方・反映状況（案）

Ⅰ 第４章 「子育て満足度日本一を目指して」の目標遂行に向け、 「第２節 県の役割」の①を、次のとおり修正します。
計画の推進に 各部局の垣根を越えた取組が可能となるような組織づく ◎ 「次世代育成支援対策は、県政において早急に取り組むべき最重要課題であ

総 あたって りを行ってもらいたい。 り、この計画に沿って、集中的かつ計画的に推進します。また、庁内の関係部
論 局が連携を密にするため、副知事を会長とし、各部局長等で構成する「次世代

育成支援対策推進会議」において各種施策を総合的に推進するとともに、毎年
度、計画の進捗状況等についての点検・評価を実施します。」

Ⅱ 第２章 第１節 地域の団塊世代を活用するなど、学童保育（放課後児 ｢放課後児童クラブ」の設置を促進するとともに、ニーズに応じた開所時間の確
地域における 子育てサービスの充実等 童クラブ）の開所時間の延長について検討できないか。 保等、サービスの向上を図る旨、記載済です。

各 子育ての支援
論 第２節 地域における子育ての支援については、保育所だけで 「第１節 子育て支援サービスの充実等」の「めざす姿」を、次のとおり修正

保育サービスの充実等 なく幼稚園でも積極的に取り組んでおり、「第２節 保育 します。
サービスの充実等」の「めざす姿」や「具体的な取組」 ◎ 「☆子どもが、保育園や幼稚園から小学校に進んだ後も、安心して働くこと
に、保育所と幼稚園を並列明記してもらいたい。 ができます。」

親が働くには子育てをサポートする体制が不可欠であ 個人で子どもを預かる制度の充実として、「家庭的保育事業（保育ママ）」や「フ
る。保育園は強力な味方だが、それ以外の制度があって ァミリー・サポート・センター」の実施を促進する旨、記載済です。
もいいのではないか。ベビーシッターや保育ママ等、個
人で子どもを預かる制度の充実も図ってもらいたい。

延長保育や休日保育、病児保育を早急に実施してもら 「延長保育」や「休日保育」等の充実を図るとともに、「病児・病後児保育」の
いたい。 実施を促進する旨、記載済です。

第４節 多様な子育て環境に対応する取組が各地域で行われて ＮＰＯやボランティアとの協働事業等を通じて、民間の子育てに関する知識や
子育て支援サービスに関する おり、これら情報・ノウハウを共有・伝授する場を作っ ノウハウを活用して、地域の実情に応じ、多様な子育て環境に対応する取組を推
情報提供の充実 てはどうか。 進する旨、記載済です。

第６節 高齢者の生きがい対策として、母親が行っている子ど 高齢者をはじめ地域の人たちの協力を得て、「放課後児童クラブ」など放課後や
地域ぐるみの交流活動の推進 もの通学時の見守りに高齢者ボランティアを活用する等、 長期休暇等における子どもの安全な居場所づくりを進めるとともに、地域の防犯

働きながら子育てしている女性の負担軽減を図れば、ワ ボランティアの活動を推進する旨、記載済です。
ークライフバランスの推進に繋がるのではないか。

第３章 第４節 若者の就労意識について、中高生の頃からのきちんと 小･中･高校におけるキャリア教育をはじめ、職場体験やインターンシップ、農
子育ても仕事 若者の就労支援 した学習・体験が必要。もっと多様性を持った学習機会 林水産業における体験活動等、多様性を持った学習の推進に努める旨、記載済で
もしやすい環 を設けてもらいたい。 す。
境づくり
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施策の体系 ご意見の概要 県の考え方・反映状況

Ⅱ 第４章 第１節 児童虐待の未然防止や早期発見・早期対応として、３ 乳幼児健康診査の質の向上を図るとともに、育児不安の強い親や児童虐待が懸
きめ細かな対 児童虐待に対する取組の強化 歳児健診等において相談支援を受けられるような体制の 念される家庭に対し、定期的な訪問による養育支援を行う等の取組を促進する旨、

各 応が必要な子 整備を行ってはどうか。また、発達検査等の結果をもと 記載済です。
論 どもと親への に、親へアプローチする取組を行ってはどうか。

支援
民生委員や幼稚園、保育所の職員が知識を持ち、専門 児童虐待の未然防止や早期発見、及びきめ細かな在宅支援体制の整備を促進す

機関等に繋げるような取組を行ってもらいたい。 るため、市町村職員や保健師、保育士等に対する研修を実施する等、人材の育成
に努める旨、記載済です。

第２節 児童養護施設等、施設職員の疲弊が子どもとの関係に 「(2)児童養護施設等における機能強化」の①を、次のとおり修正します。
社会的な養護の場の充実 も影響することから、施設職員の専門性や資質向上に併 ◎ 「児童養護施設等において、ケースマネジメントや関係機関との連携、職員

せ、施設職員自体のケアを行ってもらいたい。 に対する指導・教育及び職員のメンタルヘルスに関する支援を行う『基幹的職
員』の養成を行うとともに、施設職員のための研修体系を整備します。」

第４節 「(1)早期発見・早期療育の推進」を「(1)早期発見・ 「(2)相談支援体制の充実」の①を、次のとおり修正します。
障がい児への支援 早期療育・早期情報の推進」としてはどうか。 ◎ 「適切な療育方法や保健・医療・福祉に関すること等、幼児期から就学期に

至るまで必要な情報提供を行うとともに、市町村や関係相談支援事業所と連携
して相談支援体制を整備します。」

「軽度発達障がい児」の急激な増加に対応するには、 乳幼児健康診査の質の向上を図り、早期発見に努めるとともに、障がい児や障
保護者をはじめ保育所や幼稚園・学校関係者、医師等に がいが疑われる児に対する地域療育等支援事業の充実に努めるほか、発達障がい
おける情報の共有が必要。就学前の５歳児検診を実施す 児への支援として、情報の共有を行うなど、個々のライフステージに応じた支援
るとともに、対象児童の記録を共有できるシステムの構 のための体制整備に努める旨、記載済です。
築を図ってもらいたい。

第５節 いじめや不登校、ひきこもりを支援するセンターの運 小･中･高等学校に配置するスクールカウンセラーや「教育支援センター（適応
いじめ・不登校やひきこもり 営について、外部スタッフの動員についても、もっと検 指導教室）」等において臨床心理士等の活用を図る旨、記載済です。
への対応 討してもらいたい。

第５章 第４節 不妊治療等への助成等、国の取組と連動させ、子ども 不妊治療費の一部を助成するほか、保育料の減免や乳幼児医療費助成等経済的
子どもが健や 不妊に悩む人への支援 を持つことは明らかに得であると実感できるような経済 な負担の軽減について行う旨、記載済です。
かに生まれ育 補助対策の実施が必要ではないか。
つ環境づくり

不妊治療への支援を充実してもらいたい。

第５節 子どもたちの医療費に対する補助や助成を充実しても 乳幼児医療費助成等経済的な負担の軽減について行う旨、記載済です。
子どもの病気への支援 らいたい。

第６節 「食育」について、楽しく・美味しく学校現場で実施 「(2)望ましい食習慣の定着」の②を、次のとおり修正します。
食育の推進 する機会を増やしてもらいたい。 ◎ 「学校において、学級活動や家庭科などの教科の時間、また、給食を利用し

た指導や親子料理教室の開催、給食だよりなどを利用した家庭への積極的な情報
提供を行うなど、家庭や地域と連携しながら、学校教育全体を通じた食育を推進
します。」

第６章 第１節 出会い事業の実施等、20歳～40歳代の男女が結婚や出 「(2)若者の自立への支援」の③を、次のとおり修正します。
子どもの生き 次代の親づくり 産にポジティブなイメージが持てるような支援策を打ち ◎ 「社会的に自立して子育てや家庭づくりを男女が共同して行えるよう、就業
る力をはぐく 出してはどうか。 体験やボランティア等、青少年を対象とした体験活動の充実を図るとともに、
む教育の推進 結婚を望む若者の出会いを応援するＮＰＯ等の活動を支援します。」

第７章 第２節 県条例で入口の段差制限を設けたり、「車いす対応のス 公道や公共施設等において、歩道の段差解消や障がい物の除去、ベビー・シー
子どもにとっ 安心して外出できる環境 ロープ（着脱可能）」の整備を進める等、「第2節 安心し トを備えたトイレの設置促進を行うなど、ユニバーサル・デザインの考え方を基
て安心・安全 づくり て外出できる環境づくり」の取組を広域的に行ってもら 本としたまちづくりを進める旨、記載済です。
なまちづくり いたい。


